












































































































































































































































































































































































N. Ishido CHUKYO LAWYER
その報酬が成功報酬の形をとっているような、委任者に委任事務処理の費用を償還する義務がない















































































N. Ishido CHUKYO LAWYER
⑦明石説
　「受任者の利益」をもっとも限定的に解するのが、明石説であるといえる。明石教授は、来栖教



























2大審院大正 4 年 5 月12日民録21輯687頁（債務弁済のための年金受領の委託解除）
3大審院大正 6 年 1 月20日民録23輯68頁（受任者からの解約）
4大判大正 9 年 4 月24日民録26輯562頁（債務者による債権の取立て委任の解除）











最判昭和56年 1 月19日民集35巻 1 号 1 頁
名古屋高判昭和58年11月16日判時1105号58頁（高速道路での商品販売委託の解除）
東京高判平成元年10月16日判タ713号187頁（共同相続人間での相続財産売却の委託解除）
東京地判平成15年 9 月 4 日【LLI　ID 番号】05833607（専門学校運営の業務委託契約の解除）
東京地判平成15年 9 月29日【LLI　ID 番号】05833966（美術館警備委託の解除）
東京地判平成17年 6 月17日【LLI　ID 番号】06032281（会社設立準備の委任契約の解除）
東京地判平成19年 5 月24日【LLI　ID 番号】06232248（不動産仲介斡旋依頼の解除）
東京地判平成19年 7 月25日【LLI　ID 番号】06233234（寺院の代表役員の解任）
東京地判平成21年12月21日【LLI　ID 番号】06430734（研究委託契約の解除）
東京高判平成22年 2 月16日判タ1336号169頁（別荘地の管理委託契約の解除）
横浜地判平成22年 3 月30日【TKC 文献番号】25463503（区分所有建物の管理委託契約の解除）
【「受任者の利益」を否定した裁判例】
7神戸地判昭和30年 2 月22日ジュリ152号92頁（不動産仲介斡旋依頼の解除）





神戸地判平成 2 年 7 月17日判タ745号166頁（コンサルタント契約の中途解約）
東京地判平成 6 年 1 月28日判時1515号101頁（コンピュータソフトによる業務委託契約の解約）
東京地判平成12年 3 月31日判タ1040号91頁（社団法人の常任監事の解任）
京都地判平成14年 4 月26日【TKC 文献番号】28091239（墓地分譲販売委託の解除）
東京地判平成14年12月26日【LLI　ID 番号】05731745（マンションの管理業務委託の解除）
東京地判平成15年 1 月23日【LLI　ID 番号】05830202（税理士顧問契約の中途解約）
東京地判平成15年 3 月13日【LLI　ID 番号】05831064（病院の霊安室管理業務等の委託契約の解約）
東京地判平成16年 9 月28日【LLI　ID 番号】05933883（住宅販売代理委託契約の解除）
東京地判平成18年10月27日【LLI　ID 番号】06134356（百貨店内での出店契約の解除）
東京地判平成22年 2 月10日【LLI　ID 番号】06530041（韓国の楽曲に関する著作権の委託管理契
約の解除）
東京地判平成24年 5 月 7 日【TKC 文献番号】25494352（経営コンサルティングの委託契約の解除）
30

































「受任者の利益」を認めた上で、「民法651条 1 項をそのまま適用すべきではなく、同条 2 項の法意を
類推し」て、受任者に「著しき不誠実な言動がある等やむことをえざる事由の存する場合に限り解
除ないし更新拒絶を認めるべきである」として信頼関係破壊の法理を適用している。同判決は、「受




























































































































































（ 1 ） 民法（債権法）改正検討委員会『詳解、債権法改正の基本方針Ⅴ』（商事法務、2010年）122頁以
下、及び同「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」155～156頁（平成23年 5 月）参
照。
（ 2 ） なお、本稿では、末尾に掲載する裁判例一覧の判例番号を用いて表記する。また、これら裁判例
一覧は、TKC ならびに LLI 総合型法律システム（「判例秘書」）を用いて「受任者の利益」をキー
ワードとして収集を行った。
（ 3 ） 樋口範雄『アメリカ代理法』（弘文堂、2010年）212頁以下参照。
（ 4 ） 21 U.S. 174, 5  L. Ed. 589, 1823 WL 2487（1823）．
（ 5 ） 明石三郎「批判」民商85巻 4 号663頁（1982年）、来栖三郎『契約法』（有斐閣、1991年）549頁以
下などでも紹介されている。





（ 7 ） 磯部四郎『民法〔明治23年〕釈義財産取得編（中）（第 6 章～第12章）』（信山社、1997年）822～
823頁参照。
（ 8 ） 岡・前掲注（ 6 ）442頁参照。
（ 9 ） 法典調査会『民法議事速記録　第103回議事速記（近代立法資料叢書 4 ）』（商事法務研究会、1984
年）663頁参照。
（10） 岡・前掲注（ 6 ）442頁参照。
（11） 法典調査会・前掲注（ 9 ）666～667頁参照。
（12） 法典調査会・前掲注（ 9 ）668～669頁参照。
（13） 岡・前掲注（ 6 ）452頁参照。



























































（34） 来栖・前掲注（ 5 ）549頁～554頁参照。











（38） 淺生・前掲注（17）19頁注（ 5 ）参照。
（39） 淺生・前掲注（17） 8 ～ 9 頁参照。
（40） 淺生・前掲注（17）16～17頁参照。







































N. Ishido CHUKYO LAWYER






















































3大審院大正 6 年 1 月20日民録23輯68頁
【事実の概要】　乙は甲より米穀 2 万袋を購入する契約をし、その代金として丙銀行より14万円を借
り受けることとし、その担保として同米袋を差し入れた。残金として 1 万 2 千円が残っていること
















































9東京高判昭和31年 9 月12日東高民 7 巻 9 号194頁
【事実の概要】　Ｙは、本件不動産をその所有者たる X の代理人Ａから買受けその所有権を取得し、











N. Ishido CHUKYO LAWYER
きものである。
大阪高判昭和36年11月30日判時306号12頁






















【事実の概要】　債権者である X 社の代表者 E が債務者であるＹ社の資産及び負債の処理について委
託を受け、同委任事務を処理するため、名義上はＹ社の代表者である D の建物について所有権の移






















































































































N. Ishido CHUKYO LAWYER
のは、委任の解除に関する法令の解釈適用を誤」ったとして、原審に差し戻した。


























































た。契約期間は一応 5 年と定められた。その後は、契約にしたがって X による事務処理が行われて
いたのであるが、Ｙから X に対し口頭で本件契約関係をやめる旨の申し入れがなされるに至った。




























Ｙが延納利子税等の納付義務を否定したことから、X を除く相続人らは本件第 1 合意を解除し、持

































































京都地判平成14年 4 月26日【TKC 文献番号】28091239
【事実の概要】　寺院である X は、墓地の分譲、墓石販売を業とするＹに対して、墓地の造成並びに
墓地販売に関する事務処理を委託し、墓地購入者に対してＹが墓石販売を行うことを認めていた。
























































東京地判平成15年 3 月13日【LLI　ID 番号】05831064
【事実の概要】　X は、冠婚葬祭の儀式の施行等を目的とする有限会社である。Ｙは、医療法人であ
52
N. Ishido CHUKYO LAWYER











おいては 7 年間という契約期間が定められているが、その定めがあることにより、受任者である X
にとって有利となる場合ばかりでなく、不利となる場合も生じ得るから、期間を定めたことそれ自
体が直ちに受任者である X の利益の有無に結びつくものではない。































東京地判平成15年 9 月29日【LLI　ID 番号】05833966
【事実の概要】　Ｘ1は、美術館の運営を行っている会社であり、E によって設立された。Ｙ1及びＹ4
は、警備保障業務などを行う会社である。Ｙ1の代表者はＹ3であり、Ｙ4の代表者はＹ2である。
　平成 8 年10月ころ、E はＹ3に対し、Ｘ1がトリックアート美術館を経営する隣接地において、同
様の美術館を新たに建築し、経営しないかという話を持ちかけ（E は、Ｙ3に対し、収支シミュレー





















































































































































解されない事情があるといえ、X は、Ｙ会社との本件研究委託契約を民法651条 1 項により解除す
ることができる」とした。なお、Ｙ2は、同契約終了に基づき、本件既払料金から本件研究に要した
費用及び報酬額を控除した額を返還する義務を負うとして既払金から本件契約に要した費用5391万
6000円及び管理費用としての報酬50万円を控除した 8 万4000円の限度で X の請求を認容した。




議において解散の決議がされ、Ａから X に対して契約解除の意思表示がなされた。一方、X は日本
国内において、通信カラオケ事業者であるＹに対し、著作権（複製権、公衆送信権）侵害に基づく






























































東京判平成24年 5 月 7 日【TKC 文献番号】25494352
【事実の概要】　X は、経営コンサルティング業等を主たる目的とする株式会社である。Ｙは、写真
機、時計、時計側等精密機械器具の製造、販売及び輸出入業等を主たる目的とする株式会社である。
X とＹとの間で M ＆Ａコンサルティングに関する契約が締結されたが、契約期間中において、Ｙか
ら契約解除がなされため、X は、コンサルティング契約に基づく報酬の支払を求めた。
【判旨】　本件コンサルティング契約は、Ｙが X に対し企業提携成立のための経営コンサルティング
という事務を委託することを内容とするから、いわゆる準委任契約の性質を有すると認められると
ころ、受任者の利益をも目的として締結された場合でない限り、委任者は、民法656条の準用する
651条に基づきいつでも当該契約を解除することができる。そして、「委託された事務処理に対する
報酬を支払う旨の特約があることや、期間の定めがあることのみをもってしては、受任者の利益を
も目的として締結したものと認めるには足らないところ、本件コンサルティング契約について、受
任者である X の利益をも目的として締結されたと認めるに足りる主張立証はないから、Ｙは、民法
651条 1 項に基づき、いつでも本件コンサルティング契約を解除することができると解するのが相当
である」とした。
